
序章「サービス提供責任者とは？」
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MEMO

サ責は誰でもなれるわけではありません。資格要件や事業所に配置すべき人員の基準が定められてい
ます。

【必要資格】

【配置基準】

【勤務形態】
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サ責は1人で最大39名の利用者を受け持ちます。（※特例あり、詳しくはP349
を参照）一人ひとりに対して訪問介護の段取りを整え、自らサービス提供も行
います。

サービス提供責任者とは

　サービス提供責任者（以下サ責）は、その名のとおり訪問介護サービス全体の段取りを整える責任者で
す。指定基準によれば、利用者の状態把握や訪問介護計画書等の書類作成、多職種との連携、サービス担
当者会議の出席など、その業務は多岐にわたります。

そしてサ責はヘルパーをまとめるリーダー的存在でもあります。ヘルパーの業務管理や指導育成など、あ
らゆることをなんでもこなす、まさにオールラウンダーな職種と言えるでしょう。

介護福祉士
実務者研修修了者
介護職員基礎研修課程修了者
訪問介護員1級課程修了者（ヘルパー1級）

など

利用者が40人またはその端数が増すごとに1人以上
（※前3ヶ月の平均値、新規指定の場合は推定数）

常勤専従
（※業務に支障がなければ管理者との兼務が可能）sa
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① 相談受付

② 事前訪問

③ 契約業務

④ アセスメント

⑤ サービス担当者会議へ出席

⑥ 訪問介護計画書の作成

⑦ サービス指示書の作成

⑧ 同行訪問

⑨ モニタリング

⑩ 実績報告

⑪ 請求業務

⑫ ヘルパー管理

⑬ ケアマネ・他職種との連携

⑭ 緊急時対応

⑮ 苦情対応

⑯ 帳票書類の整備

（情報共有・シフト作成・指導育成）

（急変・事故）

※①～⑨までは、申し込みからサービス提供に伴う一連の流れを示しています。（P4業務フローを参照）

指定基準を理解しよう

　先に『指定基準』という馴染みのない言葉を出しました。これは介護保険法に基づく厚生労働省令を指
し、訪問介護事業者が遵守すべき「ルール」です。

指定基準は

の3つに分けられ、違反してしまうと介護報酬の返還や指定取り消し等の行政処分をうける可能性がありま
す。当然ながら、事業所の中心を担うサ責も指定基準を把握した上で業務に臨まなければなりません。指
定基準の詳細をP348にのせていますので必ず一読し、頭に入れておきましょう。

1

2

3

人員基準・・・管理者、サ責、ヘルパーの人員配置に関するルール

設備基準・・・事業所の設備、備品に関するルール

運営基準・・・管理者/サ責の責務、留意すべき事項など運営に関するルール

サ責業務の全体像

　本マニュアルでは、指定基準を押さえたサ責の業務を下記「16」個に分類しました。サ責はこの16個の
業務を、担当する利用者・ヘルパーそれぞれに対して行います。

（※指定基準をベースに市町村等が地域の特性に合わせた独自の条例やローカルルールを制定しています。指定基準だ
　けでなく、事業所の所在する地域の条例やローカルルールも確認してください。）
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１ 相談受付

２ 事前訪問

３ 契約業務

４ アセスメント

５ サービス担当者会議へ出席

６ 訪問介護計画書の作成

７ サービス指示書の作成

８ 同行訪問

９ モニタリング

計
画
の
見
直
し

10 実績報告

11 請求業務

12 ヘルパー管理

13 ケアマネ・他職種
との連携

14 緊急時対応

15 苦情対応

16 帳票書類の作成

（毎月）

（毎月）

（日々）

（日々）

（日々）

（日々）

（日々）

サ責業務のイメージフロー

＼ サービス提供に伴う業務の流れ ／

＼ 左記に付随する業務 ／
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第6章 「訪問介護計画書の作成」

訪問介護計画書の作成

サービス指示書の作成

同行訪問

モニタリング

実績報告

請求業務

ヘルパー管理

ケアマネ・他職種との連携

相談受付

事前訪問

（情報共有・シフト作成・指導育成）

緊急時対応

苦情対応

帳票書類の整備

（急変・事故）

アセスメント

サービス担当者会議へ出席

契約業務
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訪問介護計画書とは

　訪問介護計画は、訪問介護サービスにおける個別援助計画を指します。

アセスメントにより明確になった利用者の生活課題を解決するために、訪問介護の目線から「どのような
援助目標のもと、どのような支援を、どくらいの期間、何回行うのか」を示した書類が訪問介護計画書で
す。

訪問介護計画書の作成はサ責の責務になります。管理者やヘルパーが代わりに作成することはできませ
ん。利用者一人ひとりに合わせて個別具体的な計画を立案し、それをもとにヘルパーは実際のサービスを
提供していきます。

　訪問介護計画書はケアマネが交付する居宅サービス計画（ケアプラン）に沿って作成するようにと定め
られています。そのためケアプランと訪問介護計画に矛盾があってはなりません。

例えば

などは不適切な訪問介護計画書となりますので注意してください。

ケアプランは利用者の基本情報や援助目標、サービス種類・内容などが記載され
ている、いわばサービス全体の設計図。一方で訪問介護計画は、ケアプランの中
から訪問介護が担う部分について具体的な指標を示した計画です。

ケアプランに入浴介助が位置付けられていないのに、訪問介護計画に入浴介助を位置付けている
ケアプランの援助目標と訪問介護計画の援助目標が別方向をむいている

　初回の担当者会議で決定されたケアプランをケアマネからもらい、サービス開始までに訪問介護計画書を
作成します。作成後は利用者や家族へ説明し、同意を得た上で交付しましょう。（2部用意し双方で保管）

また、訪問介護計画書は一度作成したら終わりではなく、初回作成以降も必要に応じて更新しなければなり
ません。

ケアプランに沿って作成しなければならない

作成のタイミング

84





sa
m
pl
e 

 
ヘ
ル
パ
ー
会
議
室



更新のタイミング

要介護認定の更新時
サービス内容の変更時
サービス曜日・時間変更時（一時的なものであれば更新不要）
サービス回数の追加・減少時
総合的な援助方針の変更時
長期・短期目標の達成時
長期・短期目標の期間更新時

　先に述べたとおり、訪問介護計画書はケアプランに沿って作成しなければなりません。ですから訪問介
護計画書を作成するサ責は、ケアプランが「どのように構成されていて、何が記載されているのか」を理
解しておく必要があります。

この内ケアマネからサービス事業所に交付されるのは第1表～第3表までです。
サ責はケアプラン第1表～第3表を読みとき訪問介護計画書を作成することになり
ます。

　ケアプランは第1表～第7表までの7部構成となっています。

 「居宅サービス計画（1）」

 「居宅サービス計画（2）」

 「週間サービス計画書」

 「サービス担当者会議の要点」

 「居宅介護支援経過」

 「サービス利用票」

 「サービス利用票（別表）」

1

2

3

4

5

6

7

ケアプランの読み方を理解する

訪問介護計画書は下記7つのタイミングで更新します。

ケアプランの構成
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項目 詳細

利用者氏名・生年月
日・住所

介護保険被保険者証の内容が転記されている。
訪問介護サービス依頼時に作成する相談受付票と相違がないか要確認。

居宅サービス計画作
成（変更）日

ケアプランを利用者へ説明し、同意を得た日が記載されている。
区分変更や更新などがあった場合は前回のものから日時が変更されているか
要確認。

初回居宅サービス計
画作成日 利用者に対して初めてケアプランを作成した日が記載されている。

ケアプラン第1表「居宅サービス計画（1）」は、利用者の基本情報や本人・家族の意向、総合的な援助方
針などが記載されており、ここから計画全体の方向性を把握します。

第１表「居宅サービス計画（1）」の詳細
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訪問介護計画書の書き方と記入例

　訪問介護計画書に定められたフォーマットはありません。そのため事業所によって異なりますが、基本
的には下記10項目を盛り込み作成します。ここでは、項目ごとの具体的な書き方と記入例を紹介します。
P99に完成例を載せていますので、そちらも合わせて参考にしてください。

　作成年月日、作成者氏名は、訪問介護計画書を作成した年月日とサ責の氏名を記入します。また、作成
年月日は「サービス開始前の日付」になりますので、実態とズレがないように注意してください。

　利用者基本情報は、ケアプラン第1表を参考に以下の項目を記入します。

1

2

3

4 9

5

6

7

8

10

作成年月日、作成者氏名

利用者基本情報

日常生活全般の状況

援助目標（長期・短期）

利用者・家族の希望や要望

利用者・家族へのお願い

訪問介護サービスの内容

週間サービス予定表

説明日・説明者氏名

利用者の同意欄

利用者氏名
年齢
性別
住所
生年月日
要介護度
認定有効期間
緊急連絡先
居宅介護支援事業所名（担当ケアマネ）

１．作成年月日、作成者氏名

２．利用者基本情報

（※訪問介護計画書は、市町村等によって目標の書き方などに指示がある場合があります。その場合は市町村の指示に従って運用し
　てください。本マニュアルで紹介する書き方・記入例はあくまでも基本的な運用方法について記載しています。）
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訪問介護計画書 完成例 No.1
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第16章 「帳票書類の整備」

訪問介護計画書の作成

サービス指示書の作成

同行訪問

モニタリング

実績報告

請求業務

ヘルパー管理

ケアマネ・他職種との連携

相談受付

事前訪問

（情報共有・シフト作成・指導育成）

緊急時対応

苦情対応

帳票書類の整備

（急変・事故）

アセスメント

サービス担当者会議へ出席

契約業務
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　訪問介護は、利用者に対して適切なサービスを提供すると同時に、それを支える帳票書類の整備を必要
とします。ついサービス提供ばかりに目を向けがちですが、帳票書類の作成は事業運営において欠かせな
いサ責の責務になります。

これまで本マニュアル内にも多くの書類が登場してきました。これらは適正な事業所運営がなされている
ことの証拠になるものです。そして行政からの実施指導で細かくチェックされる部分でもありますので、
いつ実地指導が入っても良いように完備しておかなければなりません。

忙しいサ責にとって、書類作成に費やす時間を確保するのは中々に至難の業かと思います。ですが、せっ
かく質の高いサービスを提供していても、その根拠となる書類がなければ水の泡です。空いた時間をうま
く活用し、日々コツコツ書類整備を進めましょう。

帳票書類の整備

実地指導は、都道府県等の職員が事業所に出向いて適正な運営がなされているか直接チェックするこ
とを指します。各書類の確認や口頭でのヒアリングを受け、その際に「不正が強く疑われる」あるい
は「不正が発覚した」場合は『監査』に切り替わります。監査となると不正を追及するために行われ
ますので、何かしらの行政処分は避けられません。介護報酬の返還や最悪の場合『指定取り消し』な
どの重い行政処分が科せられる可能性があります。

実地指導とは

整備すべき帳票書類一覧表

　訪問介護で整備すべき帳票書類は大きく2つに分けられます。1つは法人として整備すべき書類で、従業
者・設備・損害賠償・会計関連書類等、代表者や管理者が作成します。もう1つはサ責やヘルパーが利用者
ごとに作成する、サービス提供に付随する書類です。

サ責が主に担うのは、後者の帳票書類になります。次のページに整備すべき帳票書類をまとめた一覧表を
作成しましたので確認にしてください。（各章で紹介した帳票書類も含んでいます）

帳票書類の中でも、重要事項説明書や訪問介護計画書、サービス提供記録、
加算関連書類は実地指導時にかなり厳しくチェックされます。
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帳票書類一覧 整備のタイミング 概要

相談受付票 相談受付時
利用者の基本情報や希望するサービス内容、曜日、時間など
を記入する書類です。サービスを受けるor断るどちらにせよ
作成し保管します。（P6を参照）

支援経過記録 相談受付からサービ
ス終了まで随時記入

相談受付～契約締結までの経過
初回訪問のサービス状況や利用者の様子
利用者や家族の状態変化や環境変化
サービス担当者会議の内容
緊急時訪問介護加算の算定要件を満たした旨（算定する場
合のみ）
ケアマネや他職種との連携の内容
利用者や家族からの苦情、事故などのトラブル
サービスが終了した旨

支援経過記録は、利用者それぞれの日々の支援経過を、時系
列で記録した書類です。

などを随時記入し、保管します。

介護保険被保険者
証（負担割合証含

む）
事前訪問時、更新時

訪問介護には給付資格を被保険者証により確認する義務があ
ります。コピーをとり保管します。（P16を参照）
※ただし本来はコピーでなくても介護請求ソフトなどにより
被保険者情報を確認できればOK。

見取り図 事前訪問時

見取り図は、利用者宅内の構造を可視化した書類です。指定
基準で定められた必須書類ではありませんが、サービスの効
率化や事故防止につながる運営上欠かせない書類になりま
す。（P15を参照）

契約書類 事前訪問時
 契約書、重要事項説明書、個人情報使用の同意書を2部作成
し、契約締結後に利用者と事業所の双方で保管します。（P20
を参照）

アセスメントシー
ト

初回は事前訪問時に
作成、以降は適宜更
新

利用者の基本情報、意向、ADL、IADL、生活環境などの情報
を収集し、生活課題および訪問介護サービスの役割を明確に
するための書類です。アセスメント結果をアセスメントシー
トに記入し、保管します。（P60を参照）

サービス担当者会
議の記録

サービス担当者会議
開催時

サービス担当者会議後に、情報共有・意見交換を行った内容
や決定事項を記録し、保管します。（P76を参照）

緊急連絡票 契約完了後、サービ
ス開始までに作成

利用者の緊急時の連絡先や連絡順序を記載する書類です。有
事に備え、事業所だけではなく利用者宅にも置いておきま
す。（P47を参照）
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　介護報酬の算定については

に基準が示されています。第18章で解説した訪問介護の範囲もその内のひとつですが、サ責と
して働く中で「このケースって算定できるのかな…」と悩むことが必ず出てくるはず。そこで
本マニュアル第19章では、厚生労働省告示・解釈通知を参考に、特に注意してほしい下記の
10個を解説します。

第19章「介護報酬の算定ルール」

厚生労働省告示「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

厚生労働省通知「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(略)に要する
費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」

所要時間の基本的な考え方

所要時間が算定要件を満たさない場合の取り扱い

複数のヘルパーが交代してサービス提供をする場合の取り扱い

複数の要介護者がいる世帯へ同一時間帯にサービス提供する場合の取り扱い

訪問介護と他サービスの算定関係

1回のサービス内に身体介護と生活援助が混在する場合の取り扱い

2時間ルール

利用者不在時のサービス提供について

20分未満の身体介護（身体介護0）の取り扱い

通院介助の取り扱い

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10
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　訪問介護の介護報酬における所要時間は、「サービス提供に要した実際の時間」ではなく、訪問介護計
画に位置付けたサービス提供に要する「標準的な時間」を指します。

ですから、例えば交通機関等の都合や、その他サービス提供に必要以外の事柄で利用者宅に滞在した時間
は所要時間に含みません。（身体介護や生活援助を提供する際の事前準備（記録の記入、健康チェック、
環境整備など）は含む）

つまり

などの場合、訪問介護計画に位置付けられている50分、つまり身体介護2（30分以上1時間未満）で算定す
ることになります。

訪問介護計画に身体介護50分と位置付けていたが、ある日利用者と世間話をしすぎて
いつもより時間がかかり、サービス提供に70分を要した。

① 所要時間の基本的な考え方

訪問介護計画に身体介護50分で入浴介助を位置付けていたが、入浴後に便失禁があり、
排せつ介助を急遽追加で行った。それによりサービス提供に計80分の時間を要した。

などのケースです。この場合は、サ責からケアマネに報告（事後でも可）し、ケアマネが必要だと判断す
れば所要時間を変更できます。したがって本来は身体介護2（30分以上1時間未満）で算定しますが、この
ケースにおいては身体介護3（1時間以上1時間30分未満）で算定が可能です。

　とはいえ実際の現場では、サービス当日の利用者の状態変化などにより、予定していたサービスを追
加・変更せざるを得ないケースもあるでしょう。

例えば

利用者の状態変化による所要時間の変更について

計画時間よりも実際の提供時間が著しく短くなっている場合

　訪問介護計画に定めた標準的な時間に比べて、実際のサービス提供時間が著しく短時間になっている状
態が続く場合は、訪問介護計画を見直す必要があります。
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　訪問系障害福祉サービスは、障害者総合支援法に基づく「介護給付」に位置付けられている
サービスです。（障害児は児童福祉法に基づく）

の5つがあり、これらは介護保険法に基づく訪問介護と根拠法令や制度体系が異なることから
さまざまな違いがあります。「介護保険の訪問介護では○○ができないのに障害福祉サービス
の居宅介護では○○ができる」といったことがあり得るため、従事するサ責は双方を混同しな
いように注意しなければなりません。

本マニュアル第20章では、訪問系障害福祉サービスの内

について取り上げ、介護保険の訪問介護と対比しながら「サ責業務、サービス内容・範囲、介
護報酬」の違いを解説します。

訪問介護事業所の中には、介護保険の訪問介護と合わせて居宅介護・重度訪問介護・同行援護
の指定も受けている所が多いかと思います。また双方のサ責は兼務が可能です。ぜひ双方を兼
務する事業所に従事しているサ責は参考にしてください。

※居宅介護・重度訪問介護・同行援護にも指定基準が定めれています。P387に詳細を載せて
いますので確認しておきましょう。（市町村等が独自に定めている条例やローカルルールの確
認も必要です）

第20章「訪問系障害福祉サービス」

居宅介護
重度訪問介護
重度障害者等包括支援
同行援護
行動援護

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

障 が
い 福

祉
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訪問系障害福祉サービスの１５のサ責業務

① 相談受付

　障害福祉サービスの相談依頼は、特定相談支援事業所に属する「相談支援専門員」からが大半になりま
す。相談支援専門員は障害福祉サービスと利用者をつなぎ、サービス等利用計画の作成やサービス事業者
との連絡・調整などを担う専門職です。

相談を受けたサ責がすべきことは、P6で解説した介護保険の訪問介護と大きな違いはありません。相談受
付票を活用して相談支援専門員から情報を収集し、サービスを受けるor断るの返答をします。

また、障害者本人から申し込み依頼があることも多いのが障害福祉サービスの特徴です。この場合、相談
支援専門員が担当していないようであれば「障害者基幹相談支援センター」につなぐ等の対応を行いま
す。（本人自らがサービス等利用計画を作成するセルフプランを選択している場合はその限りではありま
せん）

　下記は訪問系障害福祉サービス（居宅介護・重度訪問介護・同行援護）における15のサ責業務です。こ
こでは本マニュアル第1章～16章で示した介護保険のサ責業務と比較して15項目を解説していきます。

障害者基幹相談支援センターとは

障害者基幹相談支援センターは、全国の市町村に設置されている障害者やその家族へ、トータル的
なサポートを行う相談窓口となる機関です。介護保険でいうところの地域包括支援センターのよう
な役割を担います。

① 相談受付

② 事前訪問

③ 契約業務

④ アセスメント

⑤ サービス担当者会議へ出席

⑥ 個別支援計画書の作成

⑦ サービス指示書の作成

⑧ 同行訪問

⑨ モニタリング

⑩ 請求業務

⑪ ヘルパー管理

⑫ 相談支援専門員・他職種との連携

⑬ 緊急時対応

⑭ 苦情対応

⑮ 帳票書類の整備

（情報共有・シフト作成・指導育成）

（急変・事故）
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所要時間の基本的な考え方

最低算定時間について

複数のヘルパーが交代してサービス提供をする場合の取り扱い

2時間ルール

利用者不在時のサービス提供について

入院中の利用者へのサービス提供について

同行援護の算定対象の範囲について

同行援護の始点・終点について

重度訪問介護・同行援護の宿泊を伴う外出について

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 重度訪問介護・同行援護でヘルパーおよび事業所が所有する車
を利用して外出する場合の取り扱い

11 居宅介護と重度訪問介護の併用について

居宅介護と同行援護の併用について

介護保険サービスと障害福祉サービスの併用について

居宅介護の通院等介助の取り扱い

12

13

14

　障害福祉サービスの介護報酬については

に基準が示されています。ここでは厚生労働省告示と解釈通知を参考に、居宅介護・重度訪問介護・同行
援護の算定上の注意点を14個紹介します。

訪問系障害福祉サービスの算定ルール

厚生労働省告示「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定
障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

厚生労働省通知「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定
障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の
制定に伴う実施上の留意事項について」
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巻末資料

訪問介護の指定基準

訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（老計10号）

訪問介護の加算・減算一覧表

訪問介護の地域単価一覧表

訪問系障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護）の
指定基準

訪問系障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護）の
加算・減算一覧表

訪問系障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護）の
地域単価一覧表sa
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訪問介護の指定基準（抜粋）

第１節　基本方針

指定居宅サービスに該当する訪問介護（以下「指定訪問介護」という。）の事業は、要介護状態とな
った場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日
常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を行うも
のでなければならない。 

【基本方針】
第4条

第２節　人員に関する基準

指定訪問介護の事業を行う者（以下「指定訪問介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以
下「指定訪問介護事業所」という。）ごとに置くべき訪問介護員等（指定訪問介護の提供に当たる介
護福祉士または法第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。以下この節から第4節までにおいて
同じ。）の員数は、常勤換算方法で、2.5以上とする。

【訪問介護員等の員数】

第5条

「その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう・・・」とは介護保険法
（第1条）の基本理念である『自立支援』を指しています。

第5条は、ヘルパー（訪問介護員）の人員数についての規定です。訪問介護事業者は、介護福祉士
または実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、訪問介護員2級課程修了者（ヘルパー2
級）等の有資格者を、常勤換算方法で2.5人以上配置しなければなりません。

その事業所で働いている「常勤職員の平均人数」が常勤換算です。算出の方法は『1ヵ月（4週）
の常勤・非常勤職員の合計勤務時間』を、『事業所が定めた常勤が勤務すべき時間数』で割って
算出します。（小数点第2位以下は切り捨て）

なお、常勤とは「職員の実際に勤務した時間」が「その事業所で定めている常勤が勤務すべき時
間数（下限は週32時間）」に達している場合を指します。例えば、就業規則に定めた勤務すべき
時間数が1日8時間（週40時間）だとすると、1日8時間（週40時間）勤務している職員はすべて
「常勤」ということです。逆に、勤務すべき時間数に満たない職員はすべて「非常勤」となりま
す。

また、その職員が「常勤なのか」「非常勤なのか」は、正社員、パート、アルバイト、契約社員
などの雇用形態に関係なく、勤務時間数が指標となるので注意しておきましょう。
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訪問介護の加算・減算一覧

加算 単位数 算定要件 整備書類

初回加算
(ひと月につき)

200単位

新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、
初回（もしくは初回と同月内）の訪問において、
サ責自ら訪問した場合、または他のヘルパーにサ
責が同行訪問した場合

※同行訪問時、サ責は、サービス提供時間を通じ
て滞在する必要はなく、利用者の状況等を確認の
上、途中退室してもOK
※要支援⇒要介護に介護度が変わった際も算定対
象
※当該利用者が、過去2ヵ月間、当該事業所によ
るサービス提供を受けていない場合、新たに加算
算定が可能

介護給付費請求書 
介護給付費明細書 
サービス提供票、
別表 
訪問介護計画書
サービス提供記録

緊急時訪問
介護加算
(1回につき)

100単位

利用者・家族等からの要請を受け、サ責がケアマ
ネと連携した上で、ケアプラン・訪問介護計画に
位置付けられていない時間帯に身体介護中心型サ
ービスを、要請受付から24時間以内に提供した場
合

※生活援助中心型は算定対象外
※ケアマネが緊急訪問の前に必要性を認めている
場合に限る（ただし、やむを得ない場合は、事後
報告でもOK）

介護給付費請求書 
介護給付費明細書 
訪問介護計画書
サービス提供記録
要請に関する記録

要請があった時間
要請の内容
提供したサービス
内容
サービス提供時間
緊急時訪問介護加
算の算定要件であ
る旨

※要請に関する記録
には

などの記載が必要
記録様式は定められ
ていないので支援経
過記録でOK

2人のヘル
パー等によ
る場合
(1回につき)

所定単位数の
200％で算定

利用者の身体的理由により1人のヘルパーによ
る介護が困難と認められる場合
暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為な
どが認められる場合
その他利用者の状況などから判断して、1また
は2に準ずると認められる場合

利用者・家族に同意を得た上で、下記要件のいず
れかに該当する利用者に対して、2人のヘルパー
がサービス提供を行った場合

1.

2.

3.

介護給付費請求書 
介護給付費明細書 
サービス提供票、
別表 
訪問介護計画書
サービス提供記録

sa
m
pl
e 

 
ヘ
ル
パ
ー
会
議
室



居宅介護の加算・減算一覧

加算 単位数 算定要件 整備書類

初回加算
(ひと月につき)

200単位

新規に居宅介護計画を作成した利用者に対して、
初回（もしくは初回と同月内）の訪問において、
サ責自ら訪問した場合、または他のヘルパーにサ
責が同行訪問した場合

※同行訪問時、サ責は、サービス提供時間を通じ
て滞在する必要はなく、利用者の状況等を確認の
上、途中退室してもOK
※当該利用者が、過去2ヵ月間、当該事業所によ
るサービス提供を受けていない場合、新たに加算
算定が可能

介護給付費・訓練
等給付費等請求
書、明細書
居宅介護計画書
サービス提供記録
サービス提供実績
記録票

緊急時対応
加算

(1回につき)
100単位

利用者・家族等からの要請を受け、居宅介護計画
に位置付けられていない時間帯に身体介護中心型
または通院等介助（身体介護を伴う場合）中心型
を、要請受付から24時間以内に提供した場合

※生活援助中心型、通院等介助（身体介護を伴わ
ない場合）中心型は算定対象外
※算定は月に2回までが限度
※市町村等により地域生活支援拠点等として位置
付けられていることを都道府県または市町村に届
け出た事業所の場合、1回につき、さらに50単位
を加算

介護給付費・訓練
等給付費等請求
書、明細書 
居宅介護計画書
サービス提供記録
サービス提供実績
記録票
要請に関する記録

要請があった時間
要請の内容
提供したサービス
内容
サービス提供時間
緊急時訪問介護加
算の算定要件であ
る旨

※要請に関する記録
には

などの記載が必要、
記録様式は定められ
ていないので支援経
過記録でOK

2人のヘル
パー等によ
る場合
(1回につき)

所定単位数の
200％で算定

利用者の身体的理由により1人のヘルパーによ
る介護が困難と認められる場合
暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為な
どが認められる場合
その他利用者の状況などから判断して、1また
は2に準ずると認められる場合

利用者・家族に同意を得た上で、下記要件のいず
れかに該当する利用者に対して、2人のヘルパー
がサービス提供を行った場合

1.

2.

3.

介護給付費・訓練
等給付費等請求
書、明細書 
居宅介護計画書
サービス提供記録
サービス提供実績
記録票
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